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第１章 公害関係法令手続き状況  

 本市では、神奈川県生活環境の保全等に関する条例、騒音規制法、振動規制法及び特定工場における 

公害防止組織の整備に関する法律に基づき、工場・事業場の届出等に関する事務を行っています。  

 各届出等の状況は、次のとおりです。 

（１）神奈川県生活環境の保全等に関する条例委譲事務実施状況  

 ア 指定事業所等に関する申請・経由事務  

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

指定事業所数 216 204 197 195 194 

環境管理事業所数 2 4 4 6 6 

設置許可申請 1 4 1 1 5 

設置許可 1 4 1 1 5 

変更許可申請 7 7 7 9 5 

変更許可 7 6 8 9 5 

環境管理事業所認定申請 1 3 0 4 1 

設置変更許可 

及び認定状況 

認定 1 3 0 4 1 

  

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

事業開始届 0 5 0 1 5 

変更完了届 3 10 6 6 7 

変更計画中止届 0 0 0 0 0 

変更計画届 0 1 4 3 3 

変更計画早期着手届 0 0 0 0 0 

変更届 33 40 25 26 27 

地位承継届 3 2 1 2 0 

廃止等届 10 16 8 3 6 

現況届 0 0 0 1 0 

環境配慮書 5 5 8 5 5 

指定事業所等 

環境管理事業所変更届 0 1 2 2 3 

 イ 特定行為の制限等に関する受理事務 

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

不飽和ポリエステル樹脂塗布作業開始届 0 0 0 0 0 

不飽和ポリエステル樹脂塗布作業変更届 0 0 0 0 0 

不飽和ポリエステル樹脂塗布作業中止届 0 0 0 0 0 

 ウ 応急の措置等に関する報告の受理事務  

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

非常時応急措置等完了報告書 0 0 0 0 0 
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（２）騒音規制法事務処理実施状況 

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

設置届 5 0 2 0 2 

使用届 0 0 0 0 0 

数変更届 1 0 2 2 3 

防止の方法変更届 1 1 0 3 2 

氏名等変更届 20 17 14 9 8 

使用全廃届 2 4 4 3 3 

承継届 1 1 1 2 0 

特定施設 

計 30 23 23 19 18 

くい打ち機等を使用する作業 2 3 4 3 5 

びょう打ち機等を使用する作業 0 0 1 0 0 

さく岩機を使用する作業 41 53 42 75 61 

空気圧縮機を使用する作業 3 4 9 5 2 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄ等を設けて行う作業 0 0 0 0 0 

バックホウを使用する作業 8 10 16 35 40 

ﾄﾗｸﾀｰｼｮﾍﾞﾙを使用する作業 0 1 0 2 0 

ブルドーザーを使用する作業 0 1 1 0 0 

特定建設作業 

計 54 72 73 120 108 

 

（３）振動規制法事務処理実施状況  

区 分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

設置届 2 0 0 0 1 

使用届 0 0 0 0 0 

数及び使用の方法変更届 2 0 1 3 3 

防止の方法変更届 0 1 0 3 1 

氏名等変更届 9 10 7 8 4 

使用全廃届 0 2 2 2 2 

承継届 0 0 1 2 0 

特定施設 

計 13 13 11 18 11 

くい打ち機等を使用する作業 2 4 4 5 7 

鋼球を使用して破壊する作業 0 0 0 1 0 

舗装版破砕機を使用する作業 0 1 1 0 1 

ブレーカーを使用する作業 24 39 26 47 42 

特定建設作業 

計 26 44 31 53 50 
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（４）騒音規制法特定施設設置状況  

施行令別表第1による区分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

(1) 金属加工機械 212 146 144 146 147 

(2) 空気圧縮機及び送風機 707 696 724 720 727 

(5) 建設用資材製造機械 2 2 2 2 2 

(7) 木材加工機械 36 36 36 36 36 

(9) 印刷機械 40 40 40 40 40 

(10)合成樹脂用射出成形機 67 67 67 67 67 

(11)鋳型造型機 9 9 9 9 9 

 特定施設総数 1,073 996 1,022 1,020 1,028 

 特定工場等総数 146 142 140 137 136 

 

（５）振動規制法特定施設設置状況  

施行令別表第1による区分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

(1) 金属加工機械           351 285 284 287 287 

(2) 圧縮機              245 242 242 240 243 

(3) 土石用又は鉱物用の破砕機・摩砕機・ふ

るい及び分級機    
10 10 10 10 10 

(6) 木材加工機械           2 2 2 2 2 

(7) 印刷機械             14 14 14 14 14 

(8) ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機 1 1 1 1 1 

(9) 合成樹脂用射出成形機       110 110 110 111 111 

(10)鋳型造型機            5 5 5 5 5 

 特定施設総数            738 669 668 670 673 

 特定工場等総数           63 61 59 57 56 

 

（６）大気汚染防止法特定施設設置状況             

施行令別表第1による区分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

(1) ボイラー 77 76 76 81 72 

(5) 金属溶解炉 2 2 2 2 2 

(13)廃棄物焼却炉 8 6 6 4 4 

(29)ガスタービン 2 2 3 3 5 

(30)ディーゼル機関 15 15 16 16 17 

 特定施設総数 104 101 103 106 100 

 工場・事業場総数 48 37 37 38 48 
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（７）水質汚濁防止法特定施設設置状況  

14年度 15年度 16年度 

施行令別表第1による区分 
工場数 50m

3 

以上 
工場数 50m

3 

以上 
工場数 50m

3 

以上 

1の2 畜産農業又はサービス業の用に供する施設 1 0 1 0 1 0 

2 畜産食料品製造業の用に供する施設 1 1 1 1 1 1 

4 野菜又は果実を原料とする保存食料品製造業の用

に供する施設 
1 0 1 0 1 0 

10 飲料製造業の用に供する施設 1 0 1 0 1 0 

16 めん類製造業の用に供する湯煮施設 10 0 10 0 10 0 

17 豆腐又は煮豆の製造業用に供する湯煮施設 20 0 20 0 20 

23の2 新聞業、出版業、印刷業又は製版業の用に供

する施設 
2 0 2 0 2 0 

32 有機顔料又は合成染料の製造業の用に供する施設 1 0 1 0 1 0 

46 28号～45号に掲げる事業以外の有機化学工業製品

製造業の用に供する施設 

1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

（1） 
1 

（1） 
1 

（1） 

47 医薬品製造業の用に供する施設 1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

（1） 
1 

（1） 
1 

（1） 

54 セメント製品製造業の用に供する施設 1 

（1） 

1 

（1） 

1 

（1） 
1 

（1） 
1 

（1） 
1 

（1） 

55 生コンクリート製造業の用に供するバッチャープ

ラント 
3 0 3 0 3 0 

63 金属製品製造業又は機械器具製造業（武器製造業

を含む）の用に供する施設 

3 

（2） 
0 3 

（2） 
0 3 

（2） 
0 

65 酸又はアルカリによる表面処理施設 3 

（1） 
0 3 

（1） 
0 3 

（1） 
0 

66 電気めっき施設 3 

（3） 

1 

（1） 

3 

（3） 

1 

（1） 

3 

（3） 

1 

（1） 

66の2 旅館業の用に供する施設 63 0 63 0 63 0 

66の4 弁当仕出屋又は弁当製造業（総床面積360m2未

満の事業場を除く）の用に供するちゅう 房施設 
1 0 1 0 3 0 

66の5 飲食店（総床面積420m2未満の事業場を除く）

に設置されるちゅう房施設 
6 1 6 1 6 1 

67 洗たく業の用に供する洗浄施設 67 

（16） 
0 67 

（16） 
0 67 

（16） 
0 

68 写真現像業の用に供する自動式フィルム現像洗浄

施設 
3 0 3 0 3 0 

68の2 病院（病床数が300以上であるもの）に設置さ

れる施設 
1 1 1 1 1 1 

71 自動式車両洗浄施設 34 

（1） 

2 

（1） 

35 

（1） 

2 

（1） 

36 

（1） 

2 

（1） 
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71の2 科学技術に関する研究等を行う事業場で総理

府令で定めるものに設置されるそれらの業務の用

に供する施設 

7 

（5） 

2 

（2） 

6 

（4） 

1 

（1） 

6 

（4） 

1 

（1） 

71の3 一般廃棄物処理施設である焼却施設 2 0 1 1 1 1 

71の5 トリクロロエチレン又はテトラクロロエチレ

ンによる洗浄施設 

1 

（1） 
0 1 

（1） 
0 1 

（1） 
0 

72 し尿処理施設（処理対象人員500人以下のし尿処

理施設を除く） 
5 5 2 2 2 1 

73 下水道終末処理施設 2 2 2 2 2 2 

計 244 

（32） 

18 

（7） 

240 

（31） 

15 

（6） 

243 

（31） 

14 

（6） 

50m3以上：日排水量50m3以上の工場 

( )内は有害物質使用工場数     

 

（８）ダイオキシン類対策特別措置法特定施設設置状況  

施行令別表第1による区分 13年度 14年度 15年度 16年度 

(5)廃棄物焼却炉であって、火床面積が0.5㎡以上又

は焼却能力が１時間当たり 50㎏ 以上のもの 

9 

(6) 

9 

(6) 

5 

(4) 

5 

(4) 

計 9 9 5 5 

 

施行令別表第2による区分 13年度 14年度 15年度 16年度 

(7)廃棄物焼却炉の廃ガス処理施設等 4(3) 4(3) 2(2) 2(2) 

(9)下水道終末処理施設 1(1) 1(1) 1(1) 1(1) 

計 5 5 3 3 

（ ）内は事業所数 

（９）公害防止管理者等の選任届出状況（騒音・振動関係）  

（特定工場における公害防止組織の整備に関する法律）  

 ア 特定工場数・公害防止管理者等の選任状況  

公害防止管理者数 

(同代理者数) 業  種 特定工場数 
公害防止統括者数 

(同代理者数) 
騒音関係 振動関係 

金属製品製造業 1 1（1） 1（1） 1（1） 

電気機械器具製造業 1 1（1） 0（0） 1（1） 

計 2 2（2） 1（1） 2（2） 

 イ 公害防止管理者等の届出状況  

選任・解任届出 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 

公害防止統括者（同代理者） 0（0） 1（1） 1（0） 0 (0) 1（0） 

騒音関係公害防止管理者（同代理者）   0（0） 1（1） 0（0） 0 (0) 0（0） 

振動関係公害防止管理者（同代理者）   0（0） 1（1） 0（0） 0 (0) 0（0） 




